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はじめに
わが国における小児期の予防接種は、1994 年の予防接種法の改正とともに定期予防接は集団防
衛を目的とした義務接種から個別接種のための推奨接種へと変遷してきた。欧米を中心とした諸
外国では新たなワクチンが次々と取り入れられ制度が整えられてきたが、わが国では大きな感染
症の流行がないこともあり、新たな予防接種の導入もなく、かかりっけ小児科医を中心とした個
別接種体制のまま長年経過することとなった。 2006年に至り、結核予防施策に関しての見直しが
行われた矢先に、2007 年に青少年腦を中心に麻疹の集団発生が出現した。以後わが国での小児の
予防接種に関する関心が高まり、諸外国では定期接種化されている予防接種がわが国では認可さ
れていないことが明らかとなるにっれ、これらの予防接種の導入を求める気運が全国的に一気に
高まってきた。
2007年帝塚山大学東白 駒キャンパス正面前に移転した奈良西部病院（旧桜井病院、奈良公園中
央病院）は従来より海外渡航予定者に対し、輸入ワクチンも含めた種々の予防接種を行っている
関西でも数少ない病院であり、小児の渡航者も対象にしているが、小児科診療を行っていないの
で、小児の接種者は少数であった。しかしながら最近２～ ３年小児の接種者が急増している。わ
が国で認可はされたが、供給不足であったワクチンや、未許可の輸入ワクチンの接種求めての受
診である。
本稿では過去 ３年余に渡り奈良西部病院で行った小児の予防接種の実績を述べ、若干の考察を
加えたい。
n ｡ 対 象
2008年１月から20n 年５月までの３年５か月間に、小児の予防接種（定期接種、任意接種、そ
の他）を目的に奈良西部病院予防接種外来を受診した20歳以下を対象とした。
Ⅲ．問診および診察
定期予防接種にはそれぞれ固有の問診票凵に基づき、現在の体調、既往歴、過去の予防接種の
反応などの問診を行う。任意接種やその他の接種（輸入ワクチン接種など）で固有の問診票がな
いものは定期接種に準じた問診票を作成して問診を行う。副反応や救済補償制度等の説明後、担
当医が診察を行い当日の予防接種を決定し、最後に保護者が同意し接種が行われる。
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わが国で行われている予防接種に対する副反応の救済補償制度2) は、定期接種は予防接種法に
よる補償制度の対象となり、任意接種では独立行政法人医薬品医療機器総合機構法に基づく救済
制度の対象となり、その他の輸入ワクチン接種では輸入ワクチン副作用被害救済補償制度の対象
となる。
Ⅳ．予防接種の種類と方法
本研究期間中に当院で接種された小児期の予防接種の種類と標準的接種時期の概略を述べる。
IV- 1 ｡ 定期予防接種
標準的な接種時期にあれば、ほとんどの自治体で無料で接種が受けられる。
IV- １ － ａ． 三種混合ワクチン（ＤＰＴ）および二種混合ワクチン（ＤＴ）接種
三種混合ワクチンはジフテリア ①）、百日咳（Ｐ）、破傷風（Ｔ）の不活化ワクチン（皮下注
射）である。第１期では３回接種と追加接種、第Ｈ期ではｎ歳時ＤＴ二種の不活化ワクチン（皮
下注射）を１［回］接種する。
IV- １ － ｂ． 麻しん・風疹ワクチン(MR) ワクチン接種
２種の生ワクチン（弱毒ウイルスワクチン）の混合液である。従来１回の接種であったが、
2007年青年層で麻しんが流行して以来、第１期（１歳）、第２期（小学就学前１年）の２回接種
となった几 なお過渡期的措置として中学校１年生、高校３年生に対する接種が５年間(2013 年
３月まで）行われている。なお必要に応じて単独ワクチン（単抗原ワクチン）接種も行われる。
IV-  1 -  c. BCG 接種
結核の予防接種であり、過去は小学校入学時および中学校入学時にツベルクリン反応陰性者に
対して接種されていたが、結核対策の見直しとともに、現在では２か月以降の乳児全員に対し
１回接種する。
IV-  1 －ｄ．日本脳炎ワクチン接種
定期の予防接種であるが、副反応として急性散在性脳脊髄炎の報告かおり、積極的な勧奨が控
えられており、接種者は主に海外渡航者であったが、2010年４月から再び積極的な勧奨がされる
ようになった。第１期は３歳児の３回接種、第２期の９歳児の接種が行われる。第１期を受けそ
びれていた人も、第２期で残りの回数を定期接種として受けられることになった。
IV- １ － ｅ． ポリオワクチン接種
わが国では定期接種として、弱毒生ワクチンの経口接種が行われている。　３か月から90か月の
間に２回接種される。 20人分／瓶を用いた経口接種であるため、従来より自治体が集団で接種し
ている場合が多い。わが国では1980年代よりポリオの発生は認められていないが、経口接種弱毒
株により副反応としての接種児の不全麻痺や、接触者の不全麻痺の発生例が知られている。諸外
国では副反応の少ない不活化ワクチンの注射に切り替わってきているが、わが国ではまだ厚生労
働省の認可はなく、経口接種が続けられている。
2010年頃よりマスコミで生ワクチンの副反応や、諸外国での不活化ワクチンの定期接種化がと
りあげられて以来、保護者はかかりつけ医では常備されていない不活化ワクチン接種を求めて、
輸入ワクチン接種を実施している医療機関を受診するケースが急激に増加してきた。
渡航用に輸入不活化ポリオワクチン接種を実施している奈良西部病院では、小児期の不活化ポ
リオワクチン接種も希望があれば実施している。ﾉﾄ 児の不活化輸入ポリオワクチンの接種は定期
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外、任意外接種であり、わが国ではまだ公的に指導されるスケジュールはないが、諸外国のスケ
ジュールにしたがい、生後２か月から１～２か月間で２回、半年から１年で１［回］Ｏ 回目）、４歳
から６歳の間で１［回］（４回目）、合計４回の接種（皮下注射あるいは筋肉注射）としている几
IV- ２. 任意接種
希望により受ける予防接種であるが、接種することが望ましいことは言うまでもない。任意接
種の多くは通知がないので、自らの意思で接種を決めなければならない。費用も自費接種が基本
であるが、種類により、あるいは居住している自治体により費用の補助が行われている。
IV- ２ － ａ 。 インフルエンザワクチン接種
2010年の新型インフルエンザワクチン接種は流行時の特別措置として実施されたが、在来型の
インフルエンザワクチンは６か月以降の小児では年２回接種される。かかりつけ医で実施される
ことが多い。流行を予想したウイルスの弱毒混合株（複数）のワクチンである。
IV- ２ － b. Hib （インフルエンザ菌ｂ型）ワクチン接種
Hib感染症は乳幼児期に髄膜炎、肺炎、中耳炎などの感染症の引き起こし、重症化しやすい。
保育園入園までには接種しておきたいワクチンである。
諸外国では定期化されているHib ワクチンもわが国では長らく接種ができなかった。わが国で
は2007年には海外製ワクチンが承認されたが、国家検定に手間取り、希望者に対し接種が可能に
なったのは2009年になってからであった。しかしながら予想をはるかに超える希望者のため、か
かりつけ医への供給不足が続き、2009～2010年は当院への接種希望者が引き続いた。 2010年末に
なりようやくかかりつけ医での接種が普及した。標準スケジュールはＤＰＴワクチンに準じて生
後２か月より３回接種と、１年後１［回］追加接種する。任意接種ではあるが、多くの自治体では費
用の補助がなされるようになった
Ⅳ-  2 -  c . 小児用肺炎球菌ワクチン（プレベナー）接種
Hib 感染症同様、肺炎球菌感染症は乳幼児の髄膜炎、肺炎、中耳炎などを引き起こし重症化し
やすい。当ワクチンもHib ワクチンと同様の４回接種のスケジュールが決められている。わが国
ではHib ワクチンと同時接種（左右の上腕への皮下注射）をすることが多い。
わが国での当ワクチン接種はHib ワクチンより認可が遅れたが、2009年任意接種として認可さ
れてからは、比較的供給体制は整っていたが、Hib ワクチンと同時接種を考える保護者も多く、
Hib ワクチンがかかりつけ医での体制が整う20n 年までは当院での接種が続いた。
IV- ２ － ｄ 。 水痘ワクチン接種
弱毒化生ワクチンであるため、１歳になってからの１［回］接種である。有効なワクチンであり、
接種が望ましいが、任意接種であるので保護者の知識も少なく経済的負担もあり、わが国では接
種率は低い。一部感染すると重症化か予想される免疫低下の基礎疾患を有する児には接種される
ことが多い。水痘と同一ウイルスで発症する大人の帯状疱疹の予防効果もある。海外では２回接
種されている。
IV- ２ － ｅ． ムンプス（おたふくかぜ）ワクチン接種
弱毒生ワクチンであるため１歳になってからの１［回］接種でよい。任意接種であり、費用の負担
があるので、接種率は低い。有効なワクチンであり、以前は麻しん・風しんワクチンとともに、
新３種混合ワクチン(MMR) として接種された時期があったが、当ワクチンの副反応として無
菌性髄膜炎の発症が見られたことから個別接種となった。無菌性髄膜炎は現在のワクチンでも発
症の危険性はあるが、おたふくかぜに罹患したときの発症率よりははるかに低いこと、無菌性髄
膜炎は発症しても予後はよいことなどの理解が必要である。
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IV- ２ － ｆ ．Ｂ型肝炎ワクチン接種
生下時より接種可能で、合計３回接種が標準である。わが国では一般には余り普及しておらず、
接種は医療関係者や海外渡航者に多い。特殊なケースでは母子垂直感染から将来の肝がん発病予
防のための新生児へのワクチン接種かおる。一般への接種率は低いが、最近ＳＴＤ（性関連疾患）
としてのＢ型肝炎が取り上げられてきている。
IV- ２ － ｇ．Ａ型肝炎ワクチン接種
わが国では任意接種として16歳以上に合計３回接種され、小児は対象にない。接種者の多くは
海外渡航者であり、わが国での普及率は低い。
IV- ２ － ｈ．ヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）ワクチン（サーバリックス）接種
子宮頸がん予防のために2009年10月に承認され、 ３回注射の任意接種として中１から高１の女
子を対象とした公費助成が行われるようになり、サーバリックスのみであったワクチンもさらに
がーダシルが承認され、この年齢層に対する接種はようやく供給体制が整ってきたが、他の年齢
層への普及はまだなされていない几
Ｖ。結 果
V-  1 . 小児の海外渡航者を対象とした接種
海外渡航者の家族として、あるいは留学などでの20歳以下へのワクチン接種者が対象であった。
延べ接種回数は995回で、複数の同時接種を行ったので延べ人数は633人であった。また複数回
の接種かおるため実人数は225人であった。
実人数における初回受診年齢層は、１歳未満の乳児が14人、１歳以上６歳未満の幼児が88人、
７歳以上20 歳以下が123人であった。
地域別では奈良市からの受診者が83人、奈良市を除く奈良県からが94人、奈良県を除く近畿圈
が40人、それ以外の遠方地域からの受診者が８人であった。
述べ接種回数におけるワクチン種別では、Ｂ型肝炎ワクチン287回、Ａ型肝炎ワクチン216回、
狂犬病ワクチン127回、日本脳炎ワクチンn2 回、不活化ポリオワクチン（注射用）48回、ムンプ
スワクチン28回、三種混合 ①ＰＴ）ワクチン25回、 ポリオ生ワクチン21回、髄膜炎菌ワクチン
19回、Hib ワクチン17回、２種混合（ＤＴ）15 回、肺炎球菌ワクチン14回、ＭＲ（麻しん風しん
ワクチン）14 回、麻しん単独ワクチン７回、水痘ワクチン６回、腸チフスワクチン６回、風しん
単独ワクチン４回、ダ｀二脳炎ワクチン２回、コレラワクチン１［回］、５種混合 ①ＰＴ十Hib 十不活
化ポリオ）ワクチン１［回］であった。
また延べ接種者数の年間推移は次第に増加しており、2010 年では2008年の1.4倍となった。
月別では毎年 ６月～８月に増加していた。
V-  2. 小児期の予防接種
定期接種、任意接種、その他の接種（輸入ワクチン接種など）を行った20歳以下について述べる。
延べ接種回数は1462回で、複数の同時接種のため延べ来院者は1403人であった。また複数回の
接種かおるため実人数は799人であった。
実人数における年齢別腦では、１歳未満が539人、１歳以上６歳未満が213人、６歳以上が47人
であった。
延べ接種回数におけるワクチン種別では、不活化ポリオワクチン860回、Hib ワクチン335回、
肺炎球菌ワクチン75回、ＤＰＴワクチン60回、ＭＲワクチン38回、麻しん単独ワクチン22回、BCG
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15回、 ムンプスワクチンｎ回、水痘ワクチン10回、ヒトパピローマウイルスワクチン８回、日本
脳炎ワクチン10回、Ｂ型肝炎ワクチン７回、ＤＴワクチン６回、 ５種混合ワクチン４回、風しん
単独ワクチン１［回］などであった。
地域別では奈良市が170人、奈良市を除く奈良県が264人、奈良県を除く近畿圈が327人、それ
以外の遠方地域が35人であった。
各種ワクチン接種数の経時的推移では、麻しん単独ワクチンが2008年３～４月に21人と集中し
ており、大学生であった。一方ＭＲワクチンは当院では2009年以前はほとんど受診者がなかった
が、２回接種が施行されてからは第３期（中学１年生）、第４期（高校３年生）の年令層に散発
的に受診者がみられるようになった。
Hib ワクチンは任意接種として認可された。当院ではかかりつけ医への供給不足が続いた2009
～2010 年は受診者（１歳未満）が増加したが、20n 年に入りかかりつけ医の供給体制が安定して
からは急激に減少した。同様に肺炎球菌ワクチンはHib ワクチンよりやや遅れて2009年任意接種
として認可されたが、Hib ワクチンとの同時接種などを考慮して、Hib ワクチンがかかりつけ医
で実施されるまでの間一時的に受診者（１歳未満）が増加した。ヒトパピローマウイルスワクチ
ンは任意として認可され、20n 年９月現在でも供給不足にあるが、当院での推奨年齢での受診者
は少ない。
日本脳炎ワクチンは2010年７月までは副反応の関係から推奨が控えられたため、接種者は海外
渡航者に限られていたが、再び推奨がされるようになってからは接種者が現れてきた。
ポリオワクチンは当院では定期接種である経口生ワクチン接種はなかったが、不活化ワクチン
注射は2010年初より輸入ワクチン接種希望者が増加の一途をたどり、現在に至るまで県内外、あ
るいは近畿圈内外より希望者が続いている（図１）。
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図１．主な小児期ワクチンの接種数の経時的推移
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なお予防接種後の副反応に関しては、一部に注射部位の軽度の発赤、腫脹、硬結や、一過性の
発熱が観られたが、救済制度の対象となるような副反応は認められなかった。
VI. 考 察
奈良西部病院は帝塚山大学東白駒キャンパス前面の地に移転してから３年余になるが、旧桜井
病院、奈良公園中央病院時代からの海外渡航者向けの予防接種事業を継続している。この事業で
は小児から成人にいたるまで、国内で販売されているワクチンはもとより、渡航先国で接種を要
求される輸入ワクチン接種に至るまで数多く予防接種を行ってきている。しかしながら、小児期
の予防接種に関しては、かかりつけの小児科で行われるのが一般的であり、小児科診療を行って
いない当病院の予防接種外来では、職員家族の小児に対しての接種が時折り行われる程度であ
った。
当病院の予防接種外来に変化が見られたのは、2008年３～４月である。青年層（大学学生）の
麻しん集団感染が発生し、一部の大学では短期間の学校閉鎖が行われた。当院でも子どもに接す
る実習に携わる大学生が麻しん抗体価測定とワクチンの接種のために来院した。当時わが国の麻
しんの予防接種はＭＲワクチンとして乳児期の１［回］の接種しか行われておらず、以後長年にわた
り麻しんウイルス（ブースター）の暴露がなかったために、免疫が低下している時期に感染をき
たし発症したと考えられた。欧米では２回接種が定期化されており3）4）、留学で海外渡航する学
生には追加の接種が要求されていたが、わが国では２回接種を一般化する動きはなかった。この
集団感染以後わが国でもようやく麻しんワクチンの２回接種が定期化した。昨年より大学にも２
回接種済の学生が入学してきた。
ついで、2009年初より当院予防接種外来に、Hib ワクチンの接種を希望して、県内外より小児
の受診者が現れてきた。 Hibワクチンは欧米では1990年代にはすでに定期接種化され、Hib 感染
症は過去のものになっていたが、わが国では毎年重症患者が発生していることがマスコミなどで
明らかになるにつれ、厚生労働省に対しHib ワクチンの認可を求めて、小児科医や患者をかかえ
る保護者の団体の強い要望がわきあがり、2009年ようやく国家検定を終え接種可能となった。
わが国では予防接種に対しては、①マスコミでは予防接種のマイナス面の副反応を中心に大き
く取り上げられてきていること、②定期接種は接種時期に通知かおり、費用補助もあるので接種
するが、任意接種は費用負担も大きく、公的な連絡もないので受けない（受けていない）とする
考えであった几 言い換えれば、副反応も怖いので、接種しないで済むならしないでおきたいと
の考えが基本にあったと思われる。このため定期を除く予防接種の接種率は低く、厚生労働省も
新たな予防接種の導入には積極的に進めなかったところもある。欧米ではこの20年で数多くの予
防接種が定期化され、混合ワクチン化され実用されている。それと同時に多くの親は子どもへの
Hib ワクチン接種を求めて、輸入ワクチン接種を行ってくれる医療機関を探し求めて受診する行
動をとった。認可もなく、費用補助もないので全額自費負担であった。
上記のHib ワクチンに対する親たちの行動は、わが国における予防接種に対する考え方に変化
がみてとれる。欧米同様、ワクチンで防げる病気（ＶＰＤ、vaccine preventable disease) であ
れば予防接種を受けさせるのが親の務めであるとの考え方が普遍的になってきているのであろう。
厚生労働省も2009年任意での接種可能としたが、任意接種でありながら予想を超えて希望者が多
く、ワクチン供給不足となったため、かかりつけ医までまわらず、20n 年まではワクチン準備数
の多い当院での接種希望者が続いた。現在ではHib ワクチンは任意接種ではあるが、大部分の費
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用を国と自治体とで負担してきている。このため任意であるにも関わらず、高い接種率となって
いる。
小児用の肺炎球菌ワクチンの認可はHib ワクチンに遅れたが、厚労省の素早い対応により、
2009年には認可され、Hib ワクチンの供給体制が整った20n 年にはかかりつけ小児科医でHib ワ
クチンと同時接種あるいはそれぞれ単独接種されることとなった。費用もHib ワクチンに準じた
扱いをする自治体がほとんどである。 20n年初より一時期、Hib ワクチン、肺炎球菌ワクチンの
同時あるいは個別接種後、数名の小児の死亡が報道され、厚労省も一時両ワクチンの接種を見合
わせたが、ワクチンとの因果関係は認められず、諸外国では定期接種され実績のあるワクチンで
もあり、４月から再開されている。今回はマスコミも過熱報道せず、事実の報道に徹したようで
ある。
現在当院予防接種外来での小児の受診者の増加は、不活化ポリオワクチン接種希望者であり、
2009年12月以来続いている。わが国ではポリオの予防接種は生（弱毒化ウイルス）ワクチンの２
回経口接種が続けられている。集団で飲ませることが多い。野生株ポリオウイルスによる感染症
（ポリオ）が根絶されているわが国では、ポリオ症例はすべて１次、 ２次を含むワクチンによる
関連麻痺である。発生頻度は、被接種者で500万接種に１人、接触者で800万接種に１人程度と報
告されている。外国では野生株ウイルスによるポリオ流行のハイリスク地域では生ワクチンが使
用されているが、欧米先進国の多くは不活化ワクチンを単独あるいは他ワクチンとの混合ワクチ
ンとして定期化されている。接種回数を減らすために、ＤＰＴワクチンおよびHib ワクチンと混
合した５種混合、あるいはさらにＢ型肝炎ワクチンを混じた６種混合ワクチンなどが用いられて
いる几 経口生ワクチンではないので便を介しての関連麻痺は起きないメリットかおるが、わが
国で選択できるのは経口生ワクチンのみである。マスコミなどで取り上げられてからは、不活化
ポリオ輸入ワクチンの接種を求めて、県内外から受診者が長期に渡って殺到し続けているのが現
状である。国内でも輸入不活化ポリオワクチン接種希望者に対応可能な医療機関が少しずっでは
あるが増加してきている几
わが国でのポリオ不活化ワクチン接種に関しては、学会や小児科医の団体なとがら早期導入要
求かおり、厚労省によると現在国内メーカー４社がＤＰＴとの混合ワクチン（ ４種混合ワクチン）
を開発しているが、導入は今のところ早くて平成24年度の可能性が示されているのみである。ま
たＤＰＴ接種済に対応するためにポリオ単独不活化ワクチンの検討も行われていると報道されて
いる11）几 しかしながら、認可されるまではわが国でのポリオワクチンは経口生ワクチンのみが
継続されることになるのであろうか。生ワクチンの接種率が低下し、接種控えが始まっていると
の報道もなされている。
今後、わが国での小児期の予防接種については、海外に比べ導入が遅れている予防接種を今後
どのようにしていくのか、現状の定期接種、任意接種の制度のままでよいのか、接種費用の補助
をどうしていくのか、重篤な副反応の補償制度は今のままでよいのか、など検討課題も山積みさ
れている。解決を先延ばしすればそれだけ患者が発生する可能性かおる。ワクチンで防げる病気
は予防するのが基本であろう。
本稿を終えるにあたり、共同研究者の医療法人拓生会　奈良西部病院　櫻井立良先生、櫻井真
理子先生のご協力と、執筆のご指導に深謝いたします。
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